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令和５年度 一般会計決算の概要 

 

１．決算規模     ８ページ「令和５年度 決算概要」参照 

予算現額（最終予算額）50,783,495,840円に対して、 

① 歳入は、予算現額の 93.3％、調定額 47,953,288,066 円の 98.8％にあたる 47,384,335,788 円とな

り、前年度と比較して1,384,371,224円、2.8％の減となった。 

② 歳出は、予算現額の90.8％にあたる46,124,169,678円となり、前年度と比較して574,764,682円、

1.2％の減となった。 

 

２．収  支 

歳入歳出差引額は1,260,166,110円となり、そのうち翌年度への事業繰越財源258,940,050円を差し引

いた、実質収支額は1,001,226,060円の黒字となった。また、前年度純繰越金1,945,792,862円を差し引

いた単年度収支は944,566,802円の赤字となった。 

 

(1) 決算収支の推移                               （単位：千円） 

年  度 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

実質収支額 257,804 381,232 1,220,785 2,522,907 1,945,793 1,001,226 

単年度収支 128,788 123,428 839,553 1,302,123 △577,114 △944,567 

 

(2) 令和５年度 決算収支の状況                       （単位：千円、％） 

区      分 ① Ｒ５年度 ② Ｒ４年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

最終予算現額     A 50,783,496 51,040,371 △ 256,875 △0.5% 

歳入決算額       B 47,384,336 48,768,707 △ 1,384,371 △2.8% 

歳出決算額       C 46,124,170 46,698,934 △574,764 △1.2% 

収支差引額 (B-C) D 1,260,166 2,069,773 △ 809,607 △39.1% 

翌年度への繰越額 E 924,492 484,486 440,006 90.8% 

 うち繰越財源 F 258,940 123,980 134,960 108.9% 

実質収支額 (D-F) 1,001,226 1,945,793 △ 944,567 △48.5% 

単年度収支 △944,567 △577,114 △ 367,453 63.7% 

歳出予算 
執 行 率 

C/A 90.8% 91.5%   

(C+E)/A 92.6% 92.4%   

※表示未満単位を四捨五入しているため表内計算と一致しない場合がある 
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３．歳  入     ５ページ「款別歳入決算額内訳表」参照 

① 市税は、市民税、固定資産税、都市計画税等が前年度を上回ったため、前年度に比べて316,925千円、

2.0％の増であった。 

② 地方交付税は、基準財政需要額、基準財政収入額ともに前年度を上回ったが、基準財政需要額の増加

が、基準財政収入額の増加を上回ったため、前年度に比べて 104,127 千円、1.5％の増となった。ま

た、臨時財政対策債は、前年度に比べて286,300千円、54.4％の減となったため、地方交付税と臨時

財政対策債をあわせた実質的な地方交付税は182,173千円、2.4％の減となった。 

③ 国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、障害者自立支援給付費等負担金等が増額

となったが、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、新型コロナウイルスワクチン接種

関連の負担金等が減額となったため、前年度に比べて671,801千円、6.7％の減となった。 

④ 繰入金は、公共施設整備基金等からの繰入額が増額となったが、減債基金等からの繰入額が減額とな

ったため、前年度に比べて170,944千円、27.3％の減となった。 

⑤ 市債は、臨時財政対策債、道路整備事業債等が減額となったが、小学校施設整備事業債、橋梁整備事

業債、中学校施設整備事業債等が増額となったため、前年度に比べて201,300千円、25.1％の増とな

った。 

 

(1) 主な歳入の状況                              (単位:千円、％) 

区   分 ① Ｒ５年度 ② Ｒ４年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

市   税 16,456,525 16,139,600 316,925 2.0% 

地方譲与税 268,781 266,061 2,720 1.0% 

地方交付税 7,133,189 7,029,062 104,127 1.5% 

国庫支出金 9,343,287 10,015,088 △ 671,801 △6.7% 

繰  入  金 456,122 627,066 △ 170,944 △27.3% 

市   債 1,003,500 802,200 201,300 25.1% 

そ の 他 12,722,932 13,889,630 △ 1,166,698 △8.4% 

歳入合計 47,384,336 48,768,707 △ 1,384,371 △2.8% 

 

(2) 一般会計 市債残高の推移                            (単位:千円) 

年  度 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

年 度 末 残 高 37,343,348 36,517,835 36,322,763 35,193,627 32,130,583 29,905,863 

人口１人当たり 306 300 300 293 269 252 
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４．歳  出     ６ページ「款別歳出決算額内訳表」、７ページ「性質別歳出内訳表」参照  

① 義務的経費 

  人件費は、職員手当等が増額となったため、前年度に比べて350,499千円、4.5％の増となった。 

  扶助費は、物価高騰対応重点支援給付金、施設型給付費等が増額となったため、前年度に比べて

1,145,666千円、9.4％の増となった。 

  公債費は、長期債元金償還金、長期債利子、長期債繰上償還金が減額となったため、前年度に比べ

て653,113千円、16.4％の減となった。 

② 普通建設事業費は、真菅北小学校長寿命化事業、飛騨コミュニティセンター耐震化・長寿命化事業、

本庁舎整備事業等が増額となったため、前年度に比べて1,048,558千円、40.1％の増となった。 

③ その他の経費については、物件費、補助費等、積立金等が減額となったため、前年度に比べて2,466,374

千円、12.3％の減となった。 

 

▼ 主な歳出（性質別）の状況                          (単位:千円、％)  

区     分 ① Ｒ５年度 ② Ｒ４年度 ③増減額(①-②) 増減率(③/②) 

① 義 務 的 経 費 24,824,212 23,981,160 843,052 3.5% 

  人  件  費 8,196,087 7,845,588 350,499 4.5% 

 扶  助  費 13,307,722 12,162,056 1,145,666 9.4% 

  公  債  費 3,320,403 3,973,516 △ 653,113 △16.4% 

    元利償還金 3,320,403 3,973,516 △ 653,113 △16.4% 

    一時借入金利子 0 0 0 － 

② 普 通 建 設 事 業 費 3,660,305 2,611,747 1,048,558 40.1% 

  真菅北小学校長寿命化事業 685,787 21,126 664,661 3146.2% 

  飛騨コミュニティセンター耐震化・長寿命化事業 404,721 25,184 379,537 1507.1% 

  本庁舎整備事業 369,607 19,910 349,697 1756.4% 

  橋梁整備事業 271,366 215,322 56,044 26.0% 

  分庁舎整備事業 243,037 243,037 0 － 

  用地購入事業 235,003 266,524 △ 31,521 △11.8% 

  防災重点ため池調査事業 152,916 0 152,916 皆増 

  道路新設改良事業 137,853 312,236 △ 174,383 △55.8% 

  その他事業 1,160,015 1,508,408 △ 348,393 △23.1% 

③ そ の 他 の 経 費 17,639,653 20,106,027 △ 2,466,374 △12.3% 

歳出合計 (①+②+③)  46,124,170 46,698,934 △ 574,764 △1.2% 
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５．財政指標（普通会計）と健全化判断比率等   ９ページ「令和５年度 決算総括表」参照  

 (1) 財政指標（普通会計）  

①  実質収支比率は、前年度の7.9％から4.0％となり、3.9ポイント悪化した。 

②  経常収支比率は、前年度の91.4％から92.1％となり、0.7ポイント悪化した。 

③  公債費負担比率は、前年度の12.0％から10.4％となり、1.6ポイント改善した。 

 

▼ 主な財政指標の推移                             （単位：％） 

区  分 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

実質収支比率 10.0 7.9 4.0 

経常収支比率 89.9 91.4 92.1 

 （ 参 考 値 ） (96.9) (93.3) (93.0) 

公債費負担比率 11.4 12.0 10.4 

※ 経常収支比率の参考値は、減収補填債(特例分)、猶予特例債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた率 

 

(2) 健全化判断比率等 

①  実質赤字比率は、実質赤字額は生じていない。 

②  連結実質赤字比率は、連結実質赤字額は生じていない。 

③  実質公債費比率の3か年平均は、3.8％である。(R4は3.3％） 

④ 将来負担比率は、22.9％である。（R4は27.0％） 

⑤  上水道事業における資金不足比率は、資金不足額は生じていない。 

⑥  下水道事業における資金不足比率は、資金不足額は生じていない。 

 

 

６．その他 

特別会計決算の状況   ８ページ「令和５年度 決算概要」参照 

普通会計決算の状況   ９ページ「令和５年度 決算総括表」参照 
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１．決算の状況（普通会計） （単位：千円、％）

89.9 (96.9) 91.4 (93.3) 92.1 (93.0)

※経常収支比率の（　）は、減収補填債特例分、猶予特例債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた率

２．市町村税収の状況 （単位：千円、％）

伸び率 伸び率 伸び率

15,769,035 △ 0.4 16,139,600 2.3 16,456,525 2.0

31.9 33.1 34.7

99.3 99.3 99.3

３．起債の状況（年度末現在高及び人口１人当たり残高） （単位：千円）

35,193,627 (292,800) 32,130,583 (268,635) 29,905,863 (251,839)

橿原市の普通会計は一般会計のみ

※　（　　）は、年度末人口１人当たりの残高（単位：円）である

４．基金の状況（年度末現在高） 　　　　（単位：千円）

５．健全化判断比率 　　　　（単位：％）

-【△9.98】 (12.07) -【△7.90】 (12.11) -【△3.99】 (12.08)

-【△28.30】 (17.07) -【△28.84】 (17.11) -【△26.47】 (17.08)

3.8 3.9 3.9

3.0 (25.0) 3.3 (25.0) 3.8 (25.0)

38.3 (350.0) 27.0 (350.0) 22.9 (350.0)

-【△110.13】 (20.0) -【△113.05】 (20.0) -【△113.37】 (20.0)

-【△50.24】 (20.0) -【△76.35】 (20.0) -【△99.26】 (20.0)
※（　）は、早期健全化基準である

資金不足比率（下水道事業）

実質赤字比率【実数値】

連結実質赤字比率【実数値】

実 質 公 債 費 比 率

３ ケ 年 平 均

将 来 負 担 比 率

資金不足比率（上水道事業）

合　　　　　　計 7,120,098 8,362,671 9,224,549

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

減 債 基 金 558,657 42,152 176,091

そ の 他 特 定 目 的 基 金 3,906,805 4,403,148 4,792,197

118,750

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財 政 調 整 基 金 2,654,636 3,917,371 4,256,261

普 通 会 計

年度末人口（人） 120,197 119,607

現 年 徴 収 率 ％

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

市 町 村 税 の 総 額

歳 入 割 合 ％

経 常 収 支 比 率

公 債 費 負 担 比 率 11.4 12.0 10.4

地 方 債 年 度 末 現 在 高 35,193,627 32,130,583 29,905,863

財 政 力 指 数 0.692 0.697 0.701

３ ケ 年 平 均 0.714 0.707 0.697

実 質 収 支 比 率 10.0 7.9 4.0

標 準 財 政 規 模 25,267,135 24,630,234 25,062,883

翌年度への繰越財源D 375,009 123,980 258,940

実 質 収 支 額 C-D 2,522,907 1,945,793 1,001,226

歳 出 総 額 B 46,473,641 46,692,891 46,117,676

歳入歳出差引額A-B　C 2,897,916 2,069,773 1,260,166

令 和 ５ 年 度  決 算 総 括 表

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

歳 入 総 額 A 49,371,557 48,762,664 47,377,842
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令和５年度

奈良県橿原市
はじまりから未来へ、

つながりきらめくまち かしはら

1

決 算 要概の

令和６年９月定例会



令和５年度一般会計決算額

2

歳出合計

歳入合計

317,299千円
6,494,137千円

20,392,310千円
4,451,730千円

36,327千円
346,064千円

1,269,722千円
3,404,320千円
1,486,019千円
4,596,197千円
3,320,403千円

9,642千円

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農業費
商工費
土木費
消防費
教育費
公債費

災害復旧費

▷ 歳出内訳

46,124,170千円

47,384,336千円



実施事業一覧

3

Ⅰ みんなが活躍し、個性輝くまち

ひとづくり＜活躍＞

Ⅱみんなが健やかに、支え合って暮らせるまち

ひとづくり＜安心＞

・がん患者医療用補正具購入費助成金事業【健康増進課】

・ふれあいセンターふじわら耐震化及び長寿命化改修工事

【人権政策課 飛騨コミュニティセンター】

Ⅲみんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

まちづくり＜安全＞

Ⅳみんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち
まちづくり＜発展＞

Ⅴ市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営

政策の土台

・子育て世帯への支援（第２子以降保育料無償化）【こども未来課】

・子ども医療費助成事業【保険年金課】

・産後ケア事業【こども家庭課】

・新生児聴覚検査費用助成事業【こども家庭課】

・学習支援業務委託【学校教育課】

・水泳指導業務委託【教育総務課・学校教育課】

・ＳＮＳ相談窓口の開設【学校教育課】

・中高連携事業【学校教育課・教育総務課】

・給食無償化等給付金【教育総務課】

・小中学校長寿命化改良工事【教育総務課】

・放課後児童健全育成施設整備事業【人権・地域教育課】

・子ども総合支援センター遊具設置事業【こども発達支援課】

・屋根付運動場人工芝更新事業【スポーツ推進課】

・公共交通事業促進業務【都市計画課】

・市営住宅外壁等改修工事【住宅政策課】

・戦略的情報発信事業（カプコン関連）【企画政策課】

・世界遺産登録推進関連事業【世界遺産登録推進課】

・ＩＣＴ推進事業【デジタル戦略課】



子育て世帯への支援（第２子以降保育料無償化）

4

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

【こども未来課】

約120,000千円事業の概要

「子育てしやすいまち日本一」を目指す本市独自の魅力向上取組として、

令和５年4月から第２子以降の児童について、保育料を無償としました。

【対象児童】橿原市内に居住する０～２歳の第2子以降の児童

※ただし、令和6年4月1日時点で18歳以上の子は第1子としてカウントせず

事業の効果 ・保育所入所希望者の増加 ・保護者の経済的負担軽減

保育所入所申請年度 申請者数

R4 661

R5 656

R6 757

保育所入所申請者数が増加し、保護者の就
労意欲向上につながりました。



子ども医療費助成事業

5

【保険年金課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

327,487千円

事業の効果

令和５年度実績

●令和５年４月から医療費助成の対象年齢を１５歳までから１８歳（１８歳到達以
後の最初の３月３１日まで）まで拡大しました。

●令和５年８月からは、未就学児（０歳から６歳）の医療費（窓口負担金）を無償
にしました。

子育てに伴う経済的負担の軽減を図りました。

●受給者数 14,871人 乳幼児4,588人小学生4,939人
中学生2,719人高校生2,625人

●支給件数 176,244件 (前年度より44,964件増)

【実際の市民の声】
安心して治療に専念
できる！医療費無償
はありがたいなぁ！

高校生まで
安心



産後ケア事業 【こども家庭課】 新生児聴覚検査費用助成事業【こども家庭課】

事業の概要

令和５年度実績

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

事業の概要

令和５年度実績

2,398千円1,024千円

出産後１年間を通じ、支援等を必要とする母子や、父
などその子を育てている人に対し、心身のケアや育児の
支援等、健康の維持及び増進に必要な支援を行いまし
た。

子どもの聴覚障がいを早期発見し、できるだけ早い
段階で適切な支援につなげるための、新生児聴覚検査
の初回検査１回分の費用を助成しました。

〇利用実人数 47人

〇利用延件数

①居宅訪問型
（利用者の家に助産師が訪問） 138件

②通所型
（病院等の施設に行ってケアを受ける） 3件

〇助成人数 629人

事業の効果

早期に発見して適切な治療や支援を受けることで、
ことばの発達などへの影響を最小限に抑えられます。

事業の効果

産後に安心して子育てができます。

6



学習支援業務委託 【学校教育課】 水泳指導業務委託 【教育総務課・学校教育課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

事業の概要

令和５年度実績

5,133千円1,958千円

橿原市立中学校の体育科の授業における水泳指導を
業務委託することにより、水泳技術の習得及び健康の維
持増進を図るとともに、より安全かつ円滑な水泳指導に
資することを目的としました。
水泳部を有する学校は各学校プールにて、水泳部を有

しない学校は民間の屋内プール施設を利用し、各学年又
は生徒個人の泳力に応じたグループ分けを行い実施しま
した。

畝傍中学校
八木中学校
橿原中学校

◆各学校プールにて実施 ◆民間屋内プールにて実施

大成中学校
光陽中学校
白橿中学校

元校長・園長が、橿原市在住の小学生・中学生・高
校生を対象に、きめ細かで個別最適な学習支援を実
施しました。
また、「教育何でも相談」では、教育経験豊かな元
校長、園長が、児童生徒や保護者の様々な悩み相談
に対応しました。

対象者：市内小学生・中学生・高校生
開催日：毎週土曜日
場所：中央公民館（継続）・シルクの杜（新規）
費用：無料

7

令和５年度実績

受講者数(のべ) 1,436人
教育相談件数 72件



ＳＮＳ相談窓口の開設

8

【学校教育課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

440千円

事業の効果

令和５年度実績

子どもの貧困・いじめ・虐待・不登校・ひきこもり等、子どもをめぐる問題が深刻さを増す中で、様々な悩み
や不安を抱える生徒自らがSOSを発信できる体制づくりのため、一人一台端末からいつでも相談できる
SNS相談窓口を開設しました。チャットで気軽に相談できることで子どもたちの心理的不安を軽減し、悩み事
やトラブルの早期解決につなげていきます。

相談ジャンル

相談件数合計
（件）

勉強 友だち 家族 部活・
ならいごと

その他

531 117 112 37 83 182

（R5.9月～R6.3月）

友だちや家族、学校の先生等、誰にも相談できない悩みを持つ生徒がSNS相談を利用し、数か月にわたって
やり取りすることもありました。また生徒が「事後アンケート」で「悩み事が解決した」と返信してくれることも多々
あり、心理的不安を和らげ、安心な学校生活につながっています。



中高連携事業
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【学校教育課・教育総務課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

事業の効果

令和５年度実績

84千円

橿原市、橿原市教育委員会、奈良県立橿原高等学校、奈良県教育委員会の4者が連携協定を締
結しました。高校及び橿原市内中学校における教育活動の活性化と生徒の学力向上を目的とし、英
語交流プログラムをはじめとする様々な交流事業を実施しました。

・市長、教育長との意見交流
・県教育委員会指導主事による英検講座の実施
・中学生、高校生による英語科におけるプレゼン交流
・生徒会活動の合同実施

活動全体を通して主体的に取り組む生徒が増えました。
プレゼン交流では、相手意識をもつことによってプレゼンテーション能力とコミュニケーション能力

の向上につながりました。また、プレゼンのテーマを「地域のことを紹介しよう」に設定したことにより、
地域の問題を当事者として考える良いきっかけになりました。



給食無償化等給付金
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【教育総務課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

310,074千円

事業の効果

橿原市立小中学校の給食費について、１学期は物価高騰分を
給付し、２～３学期は無償化しました。橿原市立小中学校以外の
学校に通学する児童生徒の世帯には、橿原市立小中学校の２～
３学期の給食費相当額を給付しました。

令和５年度実績

物価高騰の影響を受けている子育て世帯を支援することがで
きました。橿原市立小中学校の学校給食においては、保護者の
負担を増やすことなく充実した内容で提供することができました。

橿原市立学校 橿原市立学校以外 合計

対象児童生徒数 8,524名（R5.5.1現在） 477名 9,001名

給付額・計 293,952,490円 16,121,400円 310,073,890円



小中学校長寿命化改良工事
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【教育総務課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

747,902千円

真菅北小長寿命化 685,787千円
八木中長寿命化 34,352千円
白橿北小長寿命化 27,763千円

令和5年度
実績

老朽化していた学校の再生をはかるため、構造体の
耐久性向上やライフラインの健全化、教育環境などの
整備を行うことで、施設の長寿命化を図ります。

真菅北小学校 南校舎改修及び仮設校舎建設
八木中学校 長寿命化改良工事の設計業務
白橿北小学校 長寿命化改良工事の設計業務

■真菅北小学校 南校舎 ■改修後の校舎内

▲廊下 ▲家庭科室



放課後児童健全育成施設整備事業
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【人権・地域教育課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

57,276千円

令和５年度実績

放課後や長期休業期間における児童の遊び場や生活の場となる放課後児童健全育成施設について、
環境面や増加するニーズ等を考慮しながら整備を進めています。その整備にあたっては、小学校や幼稚
園の余裕教室を活用するなど計画的に進めています。

真菅小学校区第2放課後児童クラブ

1８，３９8千円

真菅小学校の余裕教室を整備

今井小学校区第３放課後児童クラブ

38,８７８千円

今井保育所内のデイサービス跡を整備



子ども総合支援センター遊具設置事業
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【こども発達支援課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

4,473千円

事業の効果

市民からの寄付金で、療育訓練に活用する遊具
（人工芝の築山）を園庭に設置しました。

園庭の芝生スペースに人工芝の築山ができ
たことで、発達の状況に合わせて、よじ登る・滑
る・這う・転がるなどの粗大運動遊びや色々な
感触・感覚遊びができ、また、戸外遊びでの
ルールのある遊び等で、多様な療育プログラム
を設定できるようになり運動遊び・集団遊びで
の発達支援が充実しました。



屋根付運動場人工芝更新事業
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【スポーツ推進課】

事業の概要

みんなが活躍し、個性輝くまち ひとづくり〈活躍〉Ⅰ

19,737千円

橿原運動公園にある屋根付運動場
の古くなった人工芝を張替えました。

今回張替えた人工芝はロングパイル人
工芝で、長さ60mmの人工芝に充填材
（クッション材）が入った、クッション性が高く
ケガをしにくい、フットサルやグラウンド・ゴ
ルフなど多目的に利用できる人工芝です。

令和６年２月１日より、新しくなった人工芝
の上で、安全・快適にご利用いただいてい
ます。

Before

After



がん患者医療用補正具購入費助成金事業
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みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち ひとづくり〈安心〉Ⅱ

【健康増進課】

事業の概要 735千円

令和５年度実績

がん医療の進歩により治療を継続しながら社会生活を送るがん
患者が増加しています。
がんの治療に伴う外見の悩みを抱えている方に対し、がん患者の
医療用補正具（ウィッグまたは乳房補正具）の購入費用の一部を
助成しました。

： ３２件 ６４０，０００円ウィッグ
乳房補正具 ： ５件 ９５，０００円



ふれあいセンターふじわら耐震化及び長寿命化改修工事

16

みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち ひとづくり〈安心〉Ⅱ
人権政策課
飛騨コミュニティセンター

404,721千円
事業の概要

昭和56年に建設され、地域交流や地域福祉の進展に大きく寄与した
「ふれあいセンターふじわら」ですが、竣工より40年以上経過し、建物の
老朽化が進行していました。今後も市民の皆さまに安心・安全にご利用
いただくため、耐震化及び長寿命化改修工事を実施しました。

エントランス

外観

〇災害時の指定避難所となっていることから、市民の皆さまの命を守る
施設として構造耐震指定基準を上回る耐震補強の工事をしました。

〇エレベーターを設置することにより、上下移動の利便性を高め、皆さま
が快適にご利用できるようにしました。

〇玄関エントランスは奈良県産の木材を使用することで、木のぬくもりが
利用者をお迎えしています。



公共交通事業促進業務
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みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち まちづくり〈安全〉Ⅲ

【都市計画課】

事業の概要 8,425千円

公共交通不便地域を有する真菅地区において、タクシー車両
を活用した乗合交通の実証実験を行いました。
利用者となる地域住民が、日常生活で不便と感じることを振り
返って、買い物や通院などの移動ニーズを満たす運行ルール
（運行ルート・運行ダイヤ）を考え、そのルールに沿って、1乗車
300円で利用できる乗合交通「乗合ますが号（仮称）」を運行
しました。
地域住民・交通事業者・行政が一体になって、地域の課題解
決を目指す取り組みになりました。
運行後、地域住民と事業全体を振り返り、事業の反省や将来
に向けた検討を深めました。

地域住民との協議の様子 乗合ますが号 出発式

地域住民向け利用案内（北部ルート版）

地域住民考案の
マスコットキャラクター

令和５年度実績

運行期間 令和5年10月2日～令和5年12月30日（月～土・祝日除く）

北部ルート
東廻りコース（月・水・金運行）：各日6往復
西廻りコース（火・木・土運行）：各日6往復

利用者数：125人 （1.67人／日）

南部ルート
病院コース（各日午前運行）：各2往復
買物コース（各日午後運行）：各2往復

利用者数： 65人 （0.87人／日）



市営住宅外壁等改修工事

18

みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち まちづくり〈安全〉Ⅲ

【住宅政策課】

事業の概要
108,625千円

「橿原市公営住宅等長寿命化計画」に基
づき、市営住宅の外壁等の長寿命化改修工
事を行いました。

・四条団地５・６号棟外壁等改修工事

・大久保団地３号棟外壁等改修工事

事業の効果

外壁面及び屋根等の改修により建物の耐

久性を向上させ躯体の劣化を低減させること

で、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果を

見込むもの。

Before After

四条団地５・６号棟

大久保団地３号棟

34,364千円

74,261千円



戦略的情報発信事業（カプコン関連）

19

みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち まちづくり〈発展〉Ⅳ

【企画政策課】

事業の概要 6,349千円

事業の効果

令和５年度実績

令和4年8月に地域活性化を図ることを目的に包括連携協定を締結した㈱
カプコンのストリートファイターシリーズキャラクターを活用し、銅像やデザイン
マンホールの設置、原動機付自転車用標識（オリジナルナンバープレート）の
製作・交付をしました。

〇市ホームページのシティセールス関連ページの閲覧数が51,628回と大幅に増加
（※昨年度は488回）

〇学校給食でキャラクターにちなんだ献立を工夫して提供（※教育総務課）

各種ＳＮＳで多く取り上げられ、ストリートファイター関連のＸ（旧Twitter）表示数は
100万回超

メディアに取り上げられることで認知度が高まり、さらに新しい事業を協働実施しようと
いう申し出が地域の企業等からもあり、「賑わいあふれるまち」としての素地づくりに貢献
しました。

③原動機付自転車用標識

②デザインマンホール3基
【よみがえる藤原京、リュウ、春麗】

①銅像【春麗】

①銅像1体 ②デザインマンホール3基
③原動機付自転車用標識（計：620枚）
※①②はふるさと納税制度を活用したクラウドファンディングにより設置

SF6 SFⅡ

～50cc 160枚 180枚

～90cc 20枚 40枚

～125cc 90枚 130枚

©CAPCOM

左：SF6 右：SFⅡ

市役所分庁舎東玄関前

近鉄橿原神宮前駅
大和八木駅周辺



世界遺産登録推進関連事業

みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち まちづくり〈発展〉Ⅳ

【世界遺産登録推進課】

事業の概要 32,994千円

東アジアで唯一の律令制度に基づいた、中央集権国家誕生の過程を示す「飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群」の
令和８年の世界遺産登録を目指しています。

世界遺産登録推進事業費：5,780千円
世界遺産「飛鳥・藤原」登録推進協議会の一員として、住民説明
会を２回（参加者計140名）、講演会を１回（参加者300名）開催
し、「飛鳥・藤原」の啓発活動を行いました。
また、海外専門家会議を開催し意見交換を行い、「飛鳥・藤原」

の価値を世界の人々が理解できる内容となるよう、推薦書を更新し
ました。

藤原宮跡等整備事業費：27,214千円
特別史跡藤原宮跡のうち、5.8haにおいて、地域住民とともに季

節の花の植栽を行い、多くの方が来訪されました。
橿原市藤原京資料室の運営等を行い、多くの方が来室されまし

た。（来室者数は15,089人）

推薦書素案提出 住民説明会（橿原文化会館）

藤原宮跡 秋のコスモス

令和５年度実績

海外専門家会議

20



何度も電話しなくても
いいし、紙を持ってい
く必要もない。便利！

ＩＣＴ 推進事業

21

市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営 政策の土台Ⅴ

【デジタル戦略課】

事業の概要 14,478千円

事業の効果 令和５年度実績

オンライン申請に対応するため、機能を拡充するとともに、全庁のデジタル基盤を整え、ＩＣＴ化を広く推進しました。
この一例として、これまで電話のみであった保育所一時預かりについて、オンラインでの受付を行いました。
また、保育所の継続申込のオンライン申請化のため、公立・私立各１園でテストを行いました。

時間を選ばず申込みができることや、窓口等に出向く必要がなくなることにより、
市民の利便性が大きく向上しました。
また、電話応対に割いていた時間を、保育に割り振ることで、より高いサービス

を提供することができました。
庁内においては、デジタル基盤を整えることにより、ペーパレス化や職員の生産

性の向上に寄与しています。

＜保育所一時預かり＞
令和5年5月1日～令和6年3月31日までの実績
利用児童数：164名
利用件数：4,235件／総申込数8,396件

＜継続申込オンライン申請テスト＞
申請件数：345件

※庁内デジタル化の一例
＜コピー使用料＞
R4 約1,168万円
→ R5 約983万円（約185万円の削減）

電話がつながらない。
予約とれない…
時間もないのに…
困ったな…

Before After


